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各 位 

会 社 名 ＡＨＣグループ株式会社 

代 表 者 名 代表取締役社長 荒木 喜貴 

 (コード番号：7083 東証マザーズ) 

問 合 せ 先 取締役 経営管理部長 武藤 輝一 

 (TEL 03-6240-9550) 

 

(訂正・数値データ訂正)「2021年 11月期 決算短信〔日本基準〕（連結）」の 

一部訂正に関するお知らせ 

 

当社は、2022 年１月 14 日に公表いたしました「2021 年 11 月期 決算短信［日本基準］（連結）」について訂正があ

りましたので、下記のとおりお知らせいたします。また、数値データにも訂正がありましたので訂正後の数値データ

も送信いたします。 

 

記 

１．訂正の理由 

2022 年 1 月 14 日の公表後に、連結キャッシュ・フロー計算書において、集計の誤りにより「法人税等の支払額」に

修正があったこと、及び連結貸借対照表、連結損益計算書で行っていた連結取引の消去について不足があったため、当

該事項の訂正を行うものであります。 

 

２．訂正箇所 

以下、訂正箇所は下線を付して表示しております。 

 

訂正箇所 

サマリー情報 １．2021 年 11 月期の連結業績(2020年 12月 1 日～2021 年 11 月 30 日) 

（３）連結キャッシュ・フローの状況 

添付資料 １．経営成績等の概況 （３）キャッシュ・フローの概況 

３．連結財務諸表及び主な注記 （４）連結キャッシュ・フロー計算書 

 

 

 

  



３．訂正の内容 

サマリー情報 １．2021 年 11 月期の連結業績(2020年 12月 1 日～2021 年 11 月 30 日) 

（３）連結キャッシュ・フローの状況 

【訂正前】 

（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 
 百万円 百万円 百万円 百万円 

2021年11月期 △15 △666 879 2,488 

2020年11月期 8 △93 1,709 2,291 

 

【訂正後】 

（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 
 百万円 百万円 百万円 百万円 

2021年11月期 △12 △670 879 2,488 
2020年11月期 8 △93 1,709 2,291 

 

 

添付資料 １．経営成績等の概況 （３）キャッシュ・フローの概況 

【訂正前】 

（省略） 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果、使用した資金は15,520千円と前連結会計年度と比べ23,894千円減少(前連結会計年度は8,374千

円の獲得)しました。これは主に、収入として税金等調整前当期純利益64,039千円、減価償却費68,995千円、その他

の流動負債の増加63,066千円を計上した一方、支出として有形固定資産売却益の増加31,841千円、売上債権の増加

69,763千円、法人税等の支払160,228千円によるものであります。 

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果、使用した資金は666,891千円と前連結会計年度と比べ572,930千円減少(前連結会計年度は93,961

千円の支出)しました。これは主に、有形固定資産の売却による収入261,034千円があった一方で、支出として不動産

の購入にともなう有形固定資産の取得854,901千円、無形固定資産の取得による支出35,679千円、敷金及び保証金の

差入24,193千円によるものであります。 

（省略） 

 

【訂正後】 

（省略） 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果、使用した資金は12,320千円と前連結会計年度と比べ20,694千円減少(前連結会計年度は8,374千

円の獲得)しました。これは主に、収入として税金等調整前当期純利益64,039千円、減価償却費68,995千円、その他

の流動負債の増加34,998千円を計上した一方、支出として有形固定資産売却益の増加31,841千円、売上債権の増加

66,477千円、法人税等の支払又は還付108,295千円によるものであります。 

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果、使用した資金は670,091千円と前連結会計年度と比べ576,130千円減少(前連結会計年度は93,961

千円の支出)しました。これは主に、有形固定資産の売却による収入261,034千円があった一方で、支出として不動産

の購入にともなう有形固定資産の取得858,101千円、無形固定資産の取得による支出35,679千円、敷金及び保証金の

差入24,193千円によるものであります。 

（省略） 

  






